
委員名 ご意見内容（下線は委員、二重下線は事務局） 道の考え方

池田委員

資料２－３、P6
・「国において安全だとされている」という点について：意見
　法的な安全性基準と科学的な安全性基準は異なるものであり、国で認
める法的な安全性基準というものは、科学的な安全性基準に加えて、社
会的、経済的なリスク・ベネフィットを考慮した上での妥協の産物とし
ての基準である。そのような背景と、科学的な安全性基準自体の不確定
性（現代の科学技術で100%の安全性を保証できるものではないこと）か
ら、道の条例はさらに高い安全性の確保のために制定されている、と説
明する、理解を求めることが望ましい。

GM条例の目的は、さらなる安全性の確保ではなく、遺伝
子組換え作物の開放系での栽培を規制することにより、
遺伝子組換え作物と一般作物との交雑や混入を防止し、
生産上及び流通上の混乱を防止するためです。

令和６年度(2024年度)第３回北海道食の安全・安心委員会
GM条例の点検・検証（案）に対する委員ご意見
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委員名 ご意見内容（下線は委員、二重下線は事務局） 道の考え方

池田委員

資料２－３、P７
・「スマート農業等に適応可能な遺伝子組換え作物は、北海道の農家の
生産性を大幅に向上させる潜在力」について：意見
　遺伝子組換え作物の利用が広く普及し、スマート農業についても日本
より大きく先行している北米などの海外の主要な農業地帯について、現
状では遺伝子組換え作物の生産性が大きく向上しているようには見えな
い。肥料や農薬の施用量に対する単位面積あたりの農業生産性は1980年
代をピークとして下降し続けており、近年のスマート農業技術の導入に
より生産性が大きく向上しているという知見についても。省力化の効果
はあるとしても、投入資源・エネルギーに対する生産性の向上、費用対
効果の改善・向上が現在のスマート農業技術でどの程度可能なのかどう
かは今後検証される必要がある。導入技術の購入・稼働に係る費用や資
源、エネルギーについての負荷も同時に小さくしないとスマート農業技
術の導入の意味は営農的にも、環境保全的にもベネフィットが少なく
なってしまうように思われる。

さらに、道民の意識調査とは関係なく、下水汚泥の農業利用における汚
染物質の継続的、定期的な監視体制の構築と同様に、遺伝子組換え作物
やゲノム編集作物の生態的リスク、それらの農産物の人に対する健康リ
スクについても継続的、定期的な監視体制（ラベルでの表示の上での販
売等）の下に置くべき。科学的な安全性の絶対的な保障というものはあ
り得ないため、想定外の事故が発生したときに、事故の発生原因の遡及
や解明などが可能な状況を維持すべきだと考えます。

ご意見として承ります。
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委員名 ご意見内容（下線は委員、二重下線は事務局） 道の考え方

すずきもも委員

（ご質問）

（「遺伝子組み換え＆ゲノム編集について、北海道で推進しているク
リーン農業とは相容れない農法だと思います。おおかた条例案に賛成で
す。」との前置きの上、以下のご質問）

・遺伝子組み換えやゲノム編集の作物を作った農地は、たとえばこの農
法をやめたときに、どのような扱いになるのでしょうか？元の農地に
戻って、慣行栽培及びクリーン農業などの畑に戻れるのでしょうか？戻
れないのであればやるべきではないと思います。

・交雑した場合の生物多様性に問題はないと書いてありましたが、交雑
された側の生産者の農産物に影響が出るのではないでしょうか？有機や
クリーンで育てているのに、それを台無しにしないようにしてほしいと
思います。

・遺伝子組換えとゲノム編集についてご質問ご意見があ
りましたが、ゲノム編集には遺伝子組換えに該当するも
のとしないものがあり、道の条例は、カルタヘナ法で遺
伝子組換えに該当するものを対象としていることから、
一般的にゲノム編集と言われているものは遺伝子組換え
ではないので条例の対象外です。

（遺伝子組換え）
・【農地】道が条例に基づき定めている交雑混入防止基
準では、「遺伝子組換え作物の収穫物以外の部分は、す
べて当該栽培ほ場に鋤込み、焼却等により植物体が再生
しないようにすること、それでも遺伝子組換え作物が再
生したときは、開花前までに当該植物体を抜き去る等適
切に処理すること」とし、交雑や混入を防止します。
・【交雑】国の調査では、承認済みの遺伝子組換え作物
である輸入のナタネやダイズについて、生育範囲の拡大
や交雑体の増加といった承認の際に想定されなかった影
響は確認されていません。また、道においては、遺伝子
組換えに該当するものは条例により、生産者の農産物と
の交雑や混入を防止します。

（遺伝子組換えに該当しないゲノム編集）
・【農地・交雑】遺伝子組換えに該当しないゲノム編集
は、従来の品種改良で得られるものと同等とされていま
すが、国では、世界的に新しい技術であることから知見
の蓄積や消費者理解の醸成が重要とし、当面の間、ゲノ
ム編集の作物の流通等に先立ち、安全性や生物多様性の
確保の観点から問題ないか確認した上で公表していま
す。
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委員名 ご意見内容（下線は委員、二重下線は事務局） 道の考え方

すずきもも委員

（ご意見）

（「遺伝子組み換え＆ゲノム編集について、北海道で推進しているク
リーン農業とは相容れない農法だと思います。おおかた条例案に賛成で
す。」との前置きの上、以下のご意見）

・国内で生産したものまたは輸入食材に入っているものなども含め、販
売されているならば、それは消費者にわかるように表示してほしい。消
費者が何を食べているのか知る権利と選ぶ自由があるかと思います。
・種子と専用の農薬をセットで買い続け（輸入で？）なければならない
状態で、ここから先の農業（食物自給に）に未来はあるのでしょうか？
その土地の在来種ほど強いものはないと思います。
・安心であると言っている理由がいつもはっきりわかりません。

＞以上を踏まえて、農業がよりクリーンな形で未来に引き継いでいける
ような農地であり、続く形の農業をおこなってほしいと切に願います。

　遺伝子組換え表示制度は食品表示基準に定められてお
り、大豆、とうもろこしなど安全性審査を経て流通が認
められた農産物について、義務表示とされております。
　遺伝子組み換え食品に該当しないゲノム編集技術応用
食品等については、現時点で当該食品がゲノム編集技術
を用いたものか、それを使わず従来の育種技術を用いた
ものかを判別し、検知するための実効的な検査法の確立
が困難であること等から、食品関連事業者に表示を義務
付けることは妥当ではなく、食品表示基準に基づく遺伝
子組換え食品表示の対象外とされております。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－１、P2
・「Ⅱ クリーン農業について」の「２意見の内容等」の「１クリーン農
業とは」の「道の考え方」について：意見
　PFAS類は従来までのPOPs系環境汚染物質群とは大きく異なり、高い残
留性と生物濃縮性を持ちながら同時に高い水溶性も持つことから、現代
社会におけるPFAS類の汚染源の大きなホットスポットの１つと考えられ
ている都市下水汚泥(Venkatesan and Halden, 2013)の農業利用やPFAS類
を成分とする農薬類等を介した土壌や水資源等の農業環境のPFAS汚染も
強く警戒されている。特に、牛のように大量に水を飲む家畜類は低濃度
のPFAS汚染水でも家畜体内にPFAS類が高濃度に蓄積するリスクの高さを
指摘する研究事例も報告されている(Mikkonen et al., 2023)。欧米圏を
中心にした食品分野でのPFAS類の規制も今後大きく進む可能性が高く、
オーストラリアのような国では酪農や畜産分野における牧草や飼料作
物、家畜の飲み水などPFAS汚染が強く警戒されている。したがって、化
学肥料や化学農薬の削減だけではなく、食の安全の視点から、道内にお
ける食肉類のPFAS汚染についても今後十分に警戒をして頂き、道民の食
の安心を科学的に担保し得る施策を今後のクリーン農業推進計画におい
ても反映して頂きたい。

ＰＦＡＳについては、現在、農林水産省において（生産
段階における対策など食品中のＰＦＡＳに関するリスク
管理措置の必要性の検討を行うため、）国産のコメなど
の農産物、牛肉や豚肉などの畜産物、マイワシなどの水
産物のＰＦＡＳ含有実態調査等を行っているところであ
ることから、道としては国の動向を注視しながら、こう
した国の調査結果の情報提供などに努めてまいります。

令和６年度(2024年度)第３回北海道食の安全・安心委員会
北海道クリーン農業推進計画（案）に対する委員ご意見
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－２、Ｐ２
　価格差をマーケットで受け入れて貰うための消費者への動機づけの１
つとして、有害な成分（カドミウム等の重金属類や残留農薬の種類・
量、検出頻度等）が少ないと期待できるクリーン農産物や有機農産物
は、より安全性の高い農畜産物としてアピールできるような支援を検討
して頂きたい。海外では有機農畜産物は慣行食品と同等以上の高い品質
があり、有害な成分の種類や含量が慣行農畜産物よりも少ないことが科
学的な調査で実証されている。同様に、道内においても裏付けとなる研
究データの収集等を進めて頂きたい。

食品中の重金属や残留農薬に対しては、安全性を考慮し
た基準が食品衛生法で定められていることを踏まえ、道
としてどのような取組ができるか道総研農業研究本部に
も確認してまいります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－２、Ｐ３
　「地形や微気象の影響によってどうしても病虫害が発生しやすい地域
があることや、作物の種類によって化学肥料や化学農薬の削減が難しい
場合もあるというような事情を消費者に伝え、理解してもらえると、ク
リーン農業の細かな区分の意味について消費者の理解も得られるように
思います。例えば、リンゴやブドウ等の果物の多くは植物自身が持つ遺
伝的な病虫害抵抗性が非常に弱いため、有機栽培が非常に難しいものが
多く、普通コムギは肥料要求性が高いため、有機栽培では上手に施肥し
ても一般的な栽培の6割程度しか収獲できません。そのような生産者の苦
労を消費者にも周知し、理解してもらえれば、化学肥料や化学農薬を3割
削減して栽培されたリンゴやブドウ、コムギの価値や生産者の苦労を消
費者も良く理解してもらえるように思います。そのような消費者への情
報発信がクリーン農業の多様性と価格差についてマーケットで受け入れ
てもらえることにつながると考えます。

ご意見として承ります。
今後のクリーン農業の取組を進める上で参考にさせて頂
きます。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－２、Ｐ４
　道立試験場等でのスマート農業技術の開発研究の開始時において、研
究者に対して、徹底した省力化、省資源化、省エネ化に係る技術開発
と、安全性と信頼性を保持しつつ、技術自体の徹底した低価格化も求め
るべきだと思われる。最新の良い技術・製品は高価格で当たり前、とい
うのではなく、性能、利用性、購入・運用コストのいずれにおいても破
壊的な技術革新を求めるべき。従来技術の改善に留まるのであれば、そ
れは新規の法律を施行して開発する必要のあるスマート農業技術には値
しないように思われる。スマート酪農やスマート畜産が破綻し、当該分
野の現場関係者が苦労している現状をしっかりと反省・総括し、国際情
勢の影響に容易に左右されない（資源・エネルギーの大量消費に依存し
ない）真にスマートな農業技術の開発を目指して頂きたい。
同時に、スマート農業に限らず、農業研究者がこれまでに成果、あるい
は効果として宣伝している事例についての冷静な定期的、継続的な検証
も進めていくことも重要だと思われる。例えば、「ドローンの利用によ
る農薬の削減効果」などはドローン利用の効果の可能性を示す一例とし
て既に10年以上前から産官学の研究者側から提案・宣伝されており、実
際にドローンによる薬剤散布の現場への導入も進んでいると考えられる
ことから今後導入技術の実効性の検証対象として適当な事案のように思
われる。

新たな技術を普及する上で、導入や維持にかかるコスト
は重要な要素であると承知しています。ご意見として承
ります。

池田委員

資料３－２、Ｐ５
　北海道の食の安全・安心に係る政策の推進において、クリーン農業は
「生産現場における農薬の職業的暴露のリスクや農産物の残留農薬のリ
スクの低減等を介して、より安全な農業生産現場と農産物の確保に寄与
する」、というような重要な意義もアピールして頂けると生産者にとっ
ても消費者にとってもクリーン農業の意義が理解し易くなり、クリーン
農業の需要も増加すると思います。

農薬自体の安全性及びその適正な使用は「農薬取締法」
により規制されています。
クリーン農業或いはクリーン農産物をいかにアピールす
るかは、頂いた意見も含め総合的に検討させて頂きま
す。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－２、Ｐ５
　YES！cleanで北海道の独自性を示す１つの根拠として、下水（汚泥）
不使用を入れてもらえると、クリーンという言葉との整合性も取れ、消
費者・観光客をおもてなすための農畜産物・食品として国内外に大きく
アピールできると思います。特に、海外では下水汚泥の農業利用が一般
的な国が多く、下水汚泥や浄化処理水のPFAS汚染、それらの農業利用の
リスクは日本国内よりも広く知られているので、これまでの北海道のイ
メージとも重ねて、道産の農産物や食品の安全・安心における宣伝効
果、ブランディング効果は絶大なものになると期待される。

下水汚泥の肥料利用にあたっては、北海道食の安全・安
心基本計画において、リスクコミュニケーションを推進
するとしていることから、まずはそちらで対応させて頂
きます。

池田委員

資料３－２、Ｐ６
　個々の園児や生徒に選択の余地のない幼稚園や学校等の教育機関・組
織における給食や食事の提供においては、現状では適切に科学的な安全
性が評価されているとは言い難い下水汚泥や下水浄化処理水を使って生
産された農畜産物の食材としての利用は避けるべきだと思います。

下水汚泥の肥料利用にあたっては、北海道食の安全・安
心基本計画において、リスクコミュニケーションを推進
するとしていることから、まずはそちらで対応させて頂
きます。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－２、Ｐ６
　スマート農業技術による省力化も当然ながら大事であるが、それ以上
に、後継者難や人手不足の現状にある農業を日本の次世代の若者・子供
にとって魅力的な産業形態になるように、多面的な視点から農業を含め
た一次産業の構造変換を進めることが重要だと思います。例えば、農繁
期に対応した農村部への育児・教育支援政策、心身の健康問題や災害等
の不可抗力による休業補償対策など、農村・農業の発展のためには農業
の生産性や経済性のための支援だけではなく、農村で安全・安心に過ご
せるような社会体制の構築への支援も重要だと思われる。さらに、食料
安全保障という政策的視点だけではなく、人間の命と健康、そして文明
の発展の根本を支える農業や漁業はもっと社会的に高い評価を受けるべ
き尊厳のある職業だとも思いますので、そういう視点からの食育教育も
是非とも検討して頂きたい。

クリーン農業に限らず農政全般に係る指摘であり、ご意
見として承ります。

池田委員

資料３－４、Ｐ６
・クリーン農業の概念図について：意見
化学肥料と化学農薬の削減の技術的な難易度は農作物毎に大きく異なる
ことから、そのような作物種毎の化学肥料と化学農薬の削減の難易度を
クリーン農業の概念図に対応する形で位置付け、今後の技術開発や施策
の推進、生産者・消費者へのクリーン農業の多様性に係る説明に反映し
てもらえないでしょうか。例えば、１）現状の栽培技術・品種では化学
農薬を削減した病虫害防除での品質確保が非常に難しいリンゴやブド
ウ、２）養分要求性が非常に高く化学肥料を削減した栽培での収量確保
が難しいコムギ等についてはクリーン農業①への移行を第一目標とする
というように位置づけてもらえると、化学農薬3割減で栽培された
YES!cleanラベルのリンゴやブドウの貴重性・価値を生産者が消費者に伝
えやすくなると思います。

クリーン農業の取組の難易は個々の生産者の技術や置か
れた条件にもよることから、今後の技術開発や普及推進
のためのご意見として承ります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－４、Ｐ６
・「２ クリーン農業の環境負荷低減効果」の副次的効果について：意見
　クリーン農業の推進は農薬への職業的暴露による農食分野の関係者の
健康リスクの低減にもつながる、というようなことも副次的効果として
追記してもらえないでしょうか。生産者（の家族）のための、「より安
全な」労働環境の確保、と言う点もクリーン農業の推進の柱の１つに入
れて頂けると大変有難いです。

農薬自体の安全性及びその適正な使用は「農薬取締法」
により規制されているところです。
クリーン農業或いはクリーン農産物をいかにアピールす
るかは、頂いた意見も含め総合的に検討させて頂きま
す。

池田委員

資料３－４、Ｐ７
・「地球温暖化防止の効果」について：意見
　水田以外の一般的な土壌はメタンを大気中に排出する量よりも、大気
中からメタンを吸収し、土壌中に炭素原子を固定する量のほうが多いは
ずなので、畑土壌の地球温暖化防止の効果を科学的に適切に評価するた
めには土壌によるメタンの吸収量も測定されることが望ましい。

どのような取組ができるか、道総研農業研究本部にも確
認してまいります。
また、温室効果ガス削減のカーボンクレジット化につい
て、新たな方法論の確立を国に要請しています。

池田委員

資料３－４、Ｐ１０
・「クリーン農業・有機農業の技術開発体系と成果」について：意見
　道内の有機農業生産者からの意見でもあるが、新規成果の周知後の生
産者への定期的・継続的な技術的フォローアップや普及推進後の現場で
の成果の実効性の検証なども実施して頂きたい。また、今後の新規課題
提案においては、化学肥料・化学農薬の削減が難しい作物種についての
技術開発、品種・系統の選抜・育種等の検討も進めて頂きたい。「ク
リーン農業・有機農業の技術開発体系と成果」について現状では十分な
周知がなされているとは言えない感じなので、生産者への周知の機会も
増やして頂きたい。

引き続き、研究、普及、行政で連携して取り組んでまい
ります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－４、Ｐ１２
・YES！clean 表示制度の登録基準について：意見
　クリーン農業の定義やYES！clean 表示制度の登録基準に「都市下水由
来の汚泥・浄化処理水不使用」というような基準を入れて頂けないで
しょうか。北海道の農畜産物のクリーンさ、独自性、先進性、優位性を
示すものとして付加価値と道外・国外へのクリーン農業の宣伝効果が向
上すると思います。

下水汚泥の肥料利用にあたっては、北海道食の安全・安
心基本計画において、リスクコミュニケーションを推進
するとしていることから、まずはそちらで対応させて頂
きます。

池田委員

資料３－４、Ｐ１５
・「有機」、「オーガニック」等の表示について：意見、
　道内のオーガニックマルシェと銘打たれて開催された農食イベントの
会場内で下水汚泥を使って生産された農産物が販売されている事例が
あった。インベント開催前に主催者に下水汚泥を使って生産された農産
物はオーガニックの定義に相当しないこと、非オーガニックの農産物を
オーガニックマルシェと銘打たれて開催された農食イベントの会場内で
販売することは、消費者に非オーガニックの農産物をオーガニックのも
のだという事実誤認を誘導することにつながる可能性が高くなるという
ことを説明した。その結果、最終的には当該イベント会場内で下水汚泥
を使って生産された農産物は非オーガニックである旨を表示して販売し
て頂けたが、本イベントは振興局の共催でもあったので、振興局担当者
に問い合わせたところ、書類の体裁に問題はなかったため問題ないと判
断し、共催を許可したという説明を受けた。消費者にとっては共催団体
に振興局が入っていることがイベントの信頼性を評価する上で重要なポ
イントであると思われるので、今後は上記のような非オーガニックの農
産物をオーガニックのものだと思い込ませるような、消費者の事実誤認
を誘導すると思われる事案が発生しないように内容についての一定の検
討も行った上で農食関連のイベントへの振興局の共催を許可して頂きた
い。消費者の信頼を裏切るようなことにならないように注意をして頂き
たい。

農産物の表示の適正化については、ＪＡＳ法や景品表示
法を所管する部署と引き続き連携して取り組んでまいり
ます。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－４、Ｐ１６
・「消費者の有機農産物に対する需要は「安全・安心」によるものが多
い」ことについて：意見、
　2004年3月から2009年8月に実施された有機農業に係るEUの公的プロ
ジェクトの最終報告書
（https://cordis.europa.eu/project/id/506358/reporting）におい
て、EU圏の有機農産物の品質は高いこと、栄養学的に有用な機能性成分
が多いこと、人の健康に望ましくない有害成分が少ないことが明記され
ている。EUと日本の有機認証の同等性を認めるならば、日本の有機農産
物においても慣行農産物との比較において、品質は高いこと、栄養学的
に有用な機能性成分（抗酸化物質等）が多いこと、人の健康に望ましく
ない有害成分（重金属、カビ毒、農薬、グリコアルカロイド）が少ない
ことが期待できる。このような食の安全性に係る道産有機農産物への期
待についても消費者への啓発を通じて需要の拡大を図って頂きたい。必
要であれば、道産有機農産物について裏付けとなる調査・研究も推進積
極的に推進して頂きたい。

ＥＵ報告の内容について参考にさせて頂くとともに、今
後どのような取組ができるか、道総研農業研究本部にも
確認してまいります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－４、Ｐ１７
・「輸出に当たっては、輸出先国の農薬の残留基準等をクリアするこ
と」について：意見、
　農食分野での食品のPFAS汚染リスクについて現在全世界的規模で劇的
に研究が進められており、既に食品中のPFASの残留基準の検討、設定も
海外で始まっているので、今後PFAS汚染が原因で道産農畜産物の輸出基
準がクリアできないというような事案が発生しないように、海外諸国の
食品類のPFAS規制に係る情報収集と、それらの規制に対応するための検
討にも努めて頂きたい。
また、外国では日本で禁止されている農薬類やPFASで汚染された下水汚
泥を使って飼料作物等を生産している可能性もあるため、輸入飼料中に
禁止農薬やPFAS類が含まれているリスクも警戒する必要がある。特に、
輸入飼料を介した食肉類や、輸入飼料を摂食した家畜から排出される畜
糞を使用して生産された農産物類は輸出先の国や地域の農薬やPFAS類の
残留基準をクリアできなくなるリスクもあり得るということにも注意し
て頂きたい。

ＰＦＡＳについては、現在、農林水産省において（生産
段階における対策など食品中のＰＦＡＳに関するリスク
管理措置の必要性の検討を行うため、）国産のコメなど
の農産物、牛肉や豚肉などの畜産物、マイワシなどの水
産物のＰＦＡＳ含有実態調査等を行っているところであ
ることから、道としてはこうした国の動向や海外の規制
状況等を注視してまいります。

池田委員

資料３－４、Ｐ１９
・「スマート農業技術を活用し省力化と精密化を推進」について：意
見、
　「スマート農業技術を活用し徹底的な省力化、省資源化、省エネ化を
推進」のような形に改訂して頂きたい。精密化は経費削減（省力化・省
資源化・省エネ化）のための手段であって目的ではない。研究者目線の
「精密化」自体を目的とせず、あくまでも生産者の経営支援につながる
技術開発に務める、と読めるように記載すべきだと思います。経済政策
のようなメーカーや業界、研究者からの視点だけではなく、農業政策の
要の１つでもある生産者、消費者に寄り添った視点からの政策、研究の
推進をして頂きたい。

クリーン農業技術やスマート農業技術の開発や普及に当
たっては、農業者の利益に繋がるよう取り組んでいくこ
とを「安定生産と環境負荷低減を両立させる技術の開発
と普及」で記載しています。

10 ページ



委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料３－４、Ｐ２１
・「クリーン農業に取り組む意義や必要性を農業者に発信する」ことに
ついて：意見、
　クリーン農業に取り組む意義や必要性の重要なポイントの１として、
近年開発されている農薬類にもPFAS類を活性本体とする農薬が増加して
いること（Donley et al., 2024）を生産者や消費者にも周知し、警戒し
て頂き、それらPFAS系農薬類の人や環境へのリスク評価についても今後
検討を進めて頂きたい。また、クリーン農産物の信頼性を確保するため
にも、下水汚泥・下水浄化処理水、農薬、食品包装資材等からの農産
物・食品類のPFAS汚染リスク(Vorst et al., 2021)について道庁として
警戒し、今後の適切な検討と対応を進めて頂きたい。

ＰＦＡＳについては、現在、農林水産省において（生産
段階における対策など食品中のＰＦＡＳに関するリスク
管理措置の必要性の検討を行うため、）国産のコメなど
の農産物、牛肉や豚肉などの畜産物、マイワシなどの水
産物のＰＦＡＳ含有実態調査等を行っているところであ
ることから、道としては国の動向を注視しながら、こう
した国の調査結果の情報提供などに努めてまいります。

池田委員

資料３－４、Ｐ２２
・「食育」について：意見、
　現代農業は人類や現在の自然生態系の存亡に係る環境破壊産業でもあ
ることを子供にも隠さずに食育の中で説明をして頂きたい。そのような
背景を適切に理解してもらうことで、なぜ北海道がクリーン農業や、
YES!clean 表示制度を推進しているのか、ということを子供も理解して
くれるようになると思います。

ご意見として承ります。

池田委員

資料３－４、Ｐ２４
・「輸出先国の農薬の残留基準等の規制」について：意見、
　海外諸国のPFAS等の規制動向についても十分に警戒して頂きたい。特
に、JGAPとASIAGAPでは下水汚泥の農業利用が認められており、そのよう
なGAP認証を受けた農業者が自身の管理外の、下水由来の禁止農薬や殺
菌・殺虫剤・PFAS類等が原因で輸出先国の各種汚染物質の規制基準をク
リアできないというリスクも想定しておくことが望ましい。

ご意見として承ります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料3-3
・Ⅱクリーン農業について：意見
　「生産現場における農薬の職業的暴露のリスクや農産物の残留農薬の
リスクの低減等を介して、より安全な農業生産現場と農産物の確保に寄
与する」、というような重要な意義も追記して頂けると生産者にとって
も消費者にとってもクリーン農業の意義が理解し易くなると思います。
化学肥料についても今後当面の間は高品質のロシア産リン鉱石の輸入が
困難な状況が継続すると考えられることから、他国のカドミウム等有害
成分の濃度が高い低品質のリン鉱石を輸入原料とした生産が増加してい
るはずで、減化学肥料も農業生産現場と農産物の「より高い安全性」の
確保に寄与すると考えられる。

農薬は「農薬取締法」により、農薬自体の安全性及びそ
の適正な使用の確保が図られています。
クリーン農業或いはクリーン農産物のＰＲについてのご
意見として承ります。

池田委員

資料3-3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
「１安定生産と環境負荷低減の両立」の【推進方針】について：意見
「スマート農業技術を活用した作業の省力化と精密化の推進」を「ス
マート農業技術を活用した作業の省力化と省資源化（・省エネ化）の推
進」のような形に改訂して頂きたい。精密化は経費削減（省資源化・省
エネ化）のための手段であって目的ではない。研究者目線の「精密化」
自体を目的とせず、あくまでも生産者の経営支援につながる技術開発に
務める、と読めるように記載すべきだと思います（生産者、消費者の視
線に寄り添った書きぶりにする）。

「精密化」については委員ご指摘の項目のほか、品質の
維持・向上効果の意味合いも含むものであり、クリーン
農業技術やスマート農業技術の開発や普及に当たって
は、農業者の利益に繋がるよう取り組んでまいります。

12 ページ



委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料3-3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
「２クリーン農業に対する理解醸成」の【展開方向】について：意見
　「環境負荷の低減や経営的なメリット」を「環境負荷の低減や減農薬
等による経営的なメリット」のように改訂して頂きたい。有機農業推進
法第３条の２に「消費者の安全かつ良質な農産物に対する需要が増大し
ていることを踏まえ、有機農業がこのような需要に対応した農産物の供
給に資するものである」と明示されているように、化学肥料と化学農薬
を削減した農業の実践は環境保全と同時に食の安全・安心にもつながる
ものであることが「北海道食の安全・安心」に係る政策文書・行政文書
中にも明記されるのが望ましいと考えます。

クリーン農業推進計画は「土づくりに努め化学肥料や化
学合成農薬の使用を必要最小限にとどめる」ことを目指
す計画であることから、取り立ててこの箇所で「減農薬
等」に言及する必要はないものと考えています。

池田委員

資料3－3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
「３YES!clean表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進」の【現状と課
題】について：意見
「生産者個々の考え方に応じた」を「生産者の経営方針・栽培環境と作
物毎の肥料・農薬削減の難易度に応じた」のような形に改訂して頂けな
いでしょうか。原文のままだと、肥料と農薬の使用量が生産者の考え方
次第で決められているかのような印象を受けるので。減農薬・減肥料を
したくとも難しいという事情もあることも消費者に伝えてもらえると、
クリーン農業の細かな区分の意味について消費者の理解も得られるよう
に思います。

広く一般の方々向けに、なるべく平易な言葉で簡潔に記
述することを旨としています。

池田委員

資料3－3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
「４有機農産物の生産拡大」の【推進方針】について：意見
　「有機農業への参入や転換を促進し、」を「有機農業への参入や転
換、生産性向上のための技術開発を促進し、」のような形に改訂して頂
けないでしょうか。現状の国内の有機農産物需要に応えるためには、生
産者や生産面積の拡大のみでは不十分だと考えます。

技術開発については、１の「安定生産と環境負荷低減の
両立」でまとめて記載しています。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

池田委員

資料3－3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
「４有機農産物の生産拡大」の【展開方向】について：意見
　「生産性向上のための病虫害防除法の開発や有機に適した系統・品種
の選抜等を推進」等のような文言も追記して頂けないでしょうか。

技術開発については、１の「安定生産と環境負荷低減の
両立」でまとめて記載しています。

池田委員

資料3－3
・Ⅲクリーン農業の現状と課題及びⅣ施策の推進方針と展開方向
５クリーン農産物の販売拡大の【現状と課題】について：意見
「需要に応える生産が必要」を「需要に応える生産（環境の構築・確
保）が必要」のように改訂して頂けないでしょうか。輸出も重要と考え
るのであれば、【推進方針】の「輸出先国の基準に対応できる産地づく
り」や【展開方向】の「輸出先国の衛生基準」に対応できるような栽培
管理の構築・確保が重要になると思います。少なくともPFASに関連する
食品・農産物関連の規制状況に係る情報についてはPFASのリスク研究の
急激な増加に伴う世界的な規制状況の変化に対応できるように、主要諸
外国からの収集は進めておくことが望ましいと思われます。現代社会に
おけるPFASの最大のホットスポットの１つである下水汚泥(Venkatesan
and Halden, 2013)の農業利用は食品や農畜産物、地域の水資源のPFAS汚
染リスクにも係る事案になるので、道内での下水汚泥の農業利用につい
ては慎重に対応して頂きたい。また、有機JASとグローバルGAPについて
は下水汚泥の農業利用は禁止されているので、下水汚泥の利用が認めら
れているJGAPやASIAGAPの規制基準と混同しないように、道内の有機JAS
とグローバルGAPの認定生産者へ国際水準ＧＡＰ（J・ASIA）との規制基
準の違いについて周知を徹底して頂きたい。

ＰＦＡＳについては、現在、農林水産省において（生産
段階における対策など食品中のＰＦＡＳに関するリスク
管理措置の必要性の検討を行うため、）国産国産のコメ
などの農産物、牛肉や豚肉などの畜産物、マイワシなど
の水産物のＰＦＡＳ含有実態調査等を行っているところ
であることから、道としてはこうした国の動向や海外の
規制状況等を注視してまいります。

また、下水汚泥の肥料利用にあたっては、北海道食の安
全・安心基本計画において、リスクコミュニケーション
を推進するとしていることから、まずはそちらで対応さ
せて頂きます。

ＧＡＰについては、ご意見として承ります。
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委員名 ご意見内容 道の考え方

すずき委員

取りまとめありがとうございます。質問はありません。
施策の推進方針と展開方法のところの3の３で学校給食への利用促進とあ
りますが、大事な子育て世代には一番注目されるかと思います。ぜひ、
力を入れてやっていただきたいと思います。地産地消も促進できて、各
家庭にも推進できて、通常のお買い物でもスーパーマーケットでわかり
やすく並んでいれば、手に取ることも多くなるでしょう。
また、オーガニックマーケットのような、イエス！クリーン〜有機農産
物までのマーケットが街中で毎週日曜市のように開催できる場所がある
といいですね。
これらのことが速やかにわかりやすく遂行され、目標をクリアできるよ
うに進んでいくことを願います。

頂いたご意見を参考にしながら、引き続きクリーン農業
の推進を図ってまいります。
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